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Human trafficking in China has increased since 1970s and is still expanding. Abducting 
and trafficking in women and children is punished by the criminal Code（Art.140 and 241）
and the 1991 decision of Standing Committee of the National People’ Congress. With 
differences of the definition the Security Management Law is the main to punish the both 
sides of sex service. Although the forced labor has been criminalized  since 1997 the 
practice of controlling forced labor has faced many difficulties and needs the international 
research and cooperation.
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　本稿は、2011 年 12 月 10－11 日国際会議「東アジアにおける人身取引の実態と効果的対策」における報
告に基づく（学術振興会基盤研究 B「東アジアにおける人身取引と法制度・運用実態の総合研究」（課題番
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国家間やと大陸間の人身売買はアジアやアフリカにおいても生じ、かつ、増える趨勢にある
と見ることができる。人身売買の被害者はいつも長い旅の末に労働と性サービスの市場を見い
だすが、これは幾世紀も前の長い旅を要したグローバルな奴隷貿易を思い出させる１）。日本で
は、「人身取引」や「人身売買」とは人間としての人格を認めず、人を商品として売買するこ
とを指し、その代表例が奴隷貿易である２）。中国では「人身取引」という言葉は使われていな
いが、同じことを意味する表現や法律概念が幾つかある。例えば、「婦女児童誘拐売買」３）、「売
春」４）、「買春」５）、「強制労働」６）などの言い方が良く使われている。古代の日本や中国の法
律には、多かれ少なかれ、ともに「債務奴隷」、「債務監禁」という風習や法律があり、千年間
にもわたって存在した７）。現代になっても、こうした古くからの意識が依然として、日中両国
における「人身売買」現象の思想的淵源の一つになったように思われる。
中華人民共和国が成立した 1949 年の 10 月から 1960 年代にかけて、「人身売買の現象はほと
んどなくなった」と指摘されてきた８）。しかし、1970 年代からこういう現象は再び現れ、年々
成長する傾向にある。1983 年に婦女児童誘拐売買の犯罪が頻発した状況に対して、司法機関は
初めて、全国的規模での第一回の「厳打」（厳重に取締まる運動）を行い、この種の犯罪活動
がある程度、低下した。しかし、2007 年の「黒レンガ窯事件」９）や 2009 年の「蘇賓得案
件」10）などにより、婦女児童売買の問題が再び、時代とマスコミの話題になった。
わが国の法律は「婦女児童誘拐売買」、「売春」、「買春」、「強制労働」などの違法行為を厳し
く禁じているが、「人身売買」の現象は依然として存在し、近年は拡大する傾向にある。2008
年に全国の裁判所により判決された婦女児童誘拐事件は 1353 件、判決の効力が生じたものは
2161 人、この中で、5 年以上の懲役、無期懲役、死刑を科されたものは 1319 人であった。
2009 年に判決があった婦女児童誘拐事件は 1636 件、判決の効力が生じたものは 2413 人、その
中で、5年以上の懲役、無期懲役、死刑を科されたものは 1475 人であった 11）。2010 年の一年
間に、全国で誘拐売買された婦女児童の人数は 1.9 万人にのぼり、婦女児童誘拐売買で判決を
受けた犯人は 3679 人に達した 12）。2011 年 3 月 11 日、最高人民検察庁の曹建明検察長は、婦女
児童誘拐売買を含む犯罪を徹底して取り締まることにもっと力を注ぐべきだと第十一回全国人
民代表大会第四回会議で表明した。
1．婦女児童誘拐売買に対する処罰
日本では、しばしば法律の未整備などが人身売買行為の原因と指摘されたが、それと違って、
新中国では、一貫として法律の制定と執行の面において「婦女児童誘拐売買」や「売春」など
の行為を厳重に取締まり、厳しい治安・刑事政策を取ってきた。政府のこの意志は最近の数十
年の立法からも見ることができる。人身売買犯罪について、現行刑法の 140 条と 241 条は、そ
れぞれ婦女児童誘拐売買の罪名と誘拐された婦女、児童を買う罪名を定めている。立法上の変
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化から見れば、1979 年に実施された旧刑法は第 142 条において「人身誘拐売買罪」を規定して
いた。その後、人身誘拐売買の犯罪に対する取り締まりを強めるため、1991 年 9 月 4 日、全国
人民代表大会常務委員会で、『婦女児童誘拐売買の犯罪を厳しく処罰することに関する決定』（以
下『処罰决定』を略称）が採択され、婦女児童誘拐売買罪、婦女児童拉致罪、誘拐された婦女
児童買い罪、群衆を集め誘拐された婦女児童の救出を妨害する罪、職務を利用し誘拐された婦
女児童の救出を妨害する罪などがあらたに書き入れられたが、人身誘拐売買の罪名は依然とし
て残された。1997 年の新刑法は人身売買について、『処罰决定』のもとに、前述の三つの罪名、
即ち婦女児童誘拐売買罪、婦女児童拉致罪、誘拐された婦女児童買い罪を取り入れ、旧刑法が
規定した人身誘拐売買の罪名を廃止した。現行の刑法は、ただ一部『処罰决定』だけを継承し、
不十分な改革であると言われた。しかも、それに関する理論研究もその後あまり展開されなかっ
た。その結果、裁判で人身売買犯罪の認定と処理において、問題が多く生じた。例えば、1994
年 4 月に第一審と第二審の量刑が大きく違ったことが発生した。事件の経緯は下記のとおりで
あった。
1994 年 4 月に、黄振儀は広西省柳州市駅で仕事仲介の口実で田舎から出稼ぎに来た女性の劉
さんと黄さんを誘拐し、劉景勝の家に拉致した。劉景勝は黄さんを男の王に売った後、劉さん
を別の歳を取った男に売ろうとしたが、劉さんが激しく抵抗したため、売れなかった。その後、
劉景勝は被告人の李邦祥と取引して、劉さんを愛人として李邦祥に売り、後でお金を払っても
らうことにした。李邦祥は劉さんを連れて帰ったが、妻に強く反対されたうえに、劉さんが結
婚し、子供もいると分かったので、劉さんを故郷に送還するか、又は劉景勝のところに返すか
を考えた。ところが、劉さんは、黄さんと一緒に出稼ぎに来たのに自分だけが帰ることはでき
ず、その責任を負わなければならないと考え、また、劉景勝のところに返されれば必ず殴られ
るし、李邦祥に自分を他の誰かに売るようと依頼した。すると、李邦祥は 1800 元で劉さんを
他の男に売った。李邦祥はこの取引から得た 1800 元から 1700 元を劉景勝に払い、残る 100 元
を自分のものにした。
この事件の裁判において、広西省玉林市中級裁判所の第一審は、李邦祥が婦女誘拐売買罪を
犯し、懲役 5年と 1000 元の罰金を言い渡した。終審の広西省高級裁判所は、李邦祥は婦女誘
拐売買罪を犯したが、刑事処罰を免除する判決を言い渡した。同終審判決が下った後、「誘拐
された婦女の要請に応じ、他人に売った行為に対してどのような処罰が適切なのか」をめぐっ
て、専門家たちの間では異なる見解が生まれた。一部の学者は、婦女誘拐売買罪を認める必要
はあるが、具体的に量刑する時に被害者の意思や李邦祥が劉さんを買った後、彼女を故郷に送
還するかを考えたことを量刑に取り入れ、処罰を軽減すべきだと主張した。したがって、終審
の裁判所が上訴人の李邦祥に対する刑事処罰を免じることは罪刑一致の原則に相応し、適切で
あると考えた 13）。しかしながら、他の一部の学者は、このような判決と意見に納得しなかった。
彼らの議論によれば、婦女誘拐売買の法益は個人を超える法益であり、たとえ被害者が同意し
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ても、罪が依然として成立し、量刑の旧法と軽法優先原則により、この事件は『処罰决定』を
適用したうえで、被害者の自由意志などをも考量に取り入れるべきであり、よって 3年の懲役
が適当だとした 14）。
婦女児童誘拐売買の犯罪を効率的に取り締まるため、2011 年 3 月 23 日に中国最高裁判所は、
三つの婦女児童誘拐売買事件を典型的な裁判事例として公表した。それは、邵長勝の婦女誘拐
売買事件、肖遠德と肖遠富の児童誘拐売買事件、蔡順光が誘拐された女性を買った事件であ
る 15）。
邵長勝は2008年から2009年に仲間と一緒に何度も婦女を誘拐した。2008年 10月 29日の夜、
邵長勝は仲間と一緒に、インターネット仲間の共犯者の一人に会いに来た女性劉さんを浙江省
永嘉県溪南村の畑で誘拐し、劉さんの 170 元の現金を奪ったほか、劉さんを殴り、猥褻行為を
行い、強姦した。そして、翌日に劉さんを 5000 元で売った。同年 12 月 13 日、邵長勝は、他
の共犯 1名とともに、インターネットで遊びに誘い出した友達の李さんを永嘉県溪南村のある
林地まで誘拐し、李さんの携帯電話機を奪って、順番に李さんを輪姦し、翌日に 5000 元で李
さんを売った。これらの共同犯行の中で邵長勝は 8人を誘拐し、被害者を殴ったり、脅迫した
り、強姦したりしたほか、他の共犯者を組織して、買う人を探したり、値段を決めたりした。
また、6人の被害者から略奪した。裁判において、共犯の中で、邵長勝の一番罪が重く、犯行
が特に重大で、その悪影響が社会安全を脅かしたと認定して婦女誘拐売買罪で邵を死刑、公民
権の終身剥奪、個人財産の全没収を科し、また略奪罪で懲役 12 年、公民権の剥奪 3年、罰金
5000 元を科し、合わせて、死刑執行、公民権の終身剥奪及び個人財産全没収の判決を言い渡し
た。最高裁判所の認定を経て、邵長勝は 2011 年 2 月 23 日に処刑された。
肖遠德と肖遠富の児童誘拐売買事件では、二人が両親たちの注意を外に引いて、子供を盗み、
売りとばした。その一例として、2008 年 10 月 21 日午後 4時ころ、肖遠德、肖遠富と厳茂生の
三人はバイクで広東省河源市源城区高塘工業団地あたりを回り、犯行の目標を探して、205 国
道付近にある八百屋で二歳の男の子黄を見つけた。肖遠德が果物を買うふりをして、黄の母親
の注意を引き、厳茂生が黄を抱き上げ、肖遠富のバイクに乗って逃げた。その後、肖遠德と厳
茂生は 26000 元で黄を広東省連平県に売った。肖遠德と肖遠富は共同で子供 3人を誘拐した。
結局、肖遠德は無期懲役、公民権の終身剥奪、個人財産の全没収を言い渡され、肖遠富は懲役
13 年及び罰金 3万元を言い渡され、厳茂生は懲役 6年及び罰金 1万元を言い渡された。
以上の二件と違い、蔡順光の事件では、蔡順光被告人が誘拐された女性を買った行為に対す
る判決である。2008 年に福建省霞浦県の蔡順光は 33000 元で被害者の王さんを買い、警察が王
さんを救いに来た際に、王さんを隠した。裁判所は、蔡順光が王さんの誘拐を知っていたにも
関わらず、王さんを買い、隠した行為が被害者救出の妨害であったと判断した。しかしながら、
蔡順光は王さんを買った後、虐待などを行わず、王さんと婚姻家庭の関係を築こうとしたため、
処罰を軽減し、結局、懲役八か月を言い渡した。
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わが国の現行刑法は人身売買の処罰について、基本的には『処罰决定』を継承したものであ
り、また我が国での人身売買犯罪の特別な状況も考えに入れたといえる（例えば、婦女児童と
いう特別な人間に対する配慮が見られる）16）。しかしながら、それを国際的な規定と比べると、
まだ、その国際水準に対応していないことが分かる。2000 年 11 月 15 日に第 55 回国連総会で
採択された「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）
の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」と対照すれば、人身売買の犯罪は婦女児
童誘拐売買だけでなく、婦女児童売買輸送や成人男性を売買し、輸送する犯罪をも含むべきで
ある。婦女児童売買罪は、人身売買罪・人身売買輸送罪などに変えるべきである。というのは、
世界各国の人身売買を禁止、処罰する立法の潮流は、強制労働、誘拐、売買、輸送などの犯罪
を処罰する方向に向けて進んでいるからである。
2．「売春」と「買春」に対する処罰
中国では、「売春」と「買春」（中国語は嫖娼、すなわち女郎買いという）に対して欧米地域
などと違う特別な規則が定められている。即ち、「売春」と「買春」の行為は主に「治安管理
処罰法」によって処罰されている。しかし、同時に、売春を組織し、強制・誘惑・紹介し、情
状が重大な場合は犯罪になるとされている。世界においてこのモデルを採用する国は非常に少
ないので、これは「売春」と「買春」処罰の中国モデルとも言えよう。このモデルは司法行政
機関である公安局を通して、「治安管理処罰法」によって「売春」と「買春」に処罰を与える
という特徴があり、「売春」と「買春」の減少や禁止などを目的としている。
わが国の「治安管理処罰法」第 66 条によれば、「売春」、「買春」に携わる者に対しては、10
日以上 15 日以下の拘留と 5千元以下の罰金に処することが出来、情状が軽微な場合は 5日以
下の拘留または 5百元以下の罰金に処し、公共の場所で客引きをする場合は、5日以下の拘留
または 5百元以下の罰金に処すると定められている。また、同法第 67 条によれば、他人を誘導、
収容、紹介し売春をさせる者は 10 日以上 15 日以下の拘留に処し、情状が軽微な場合は 5日以
下の拘留または 5百元以下の罰金に処すると定められている。
わが国の「刑法」は売春を組織、強制、誘惑、紹介し、このような犯罪をおかす者にそれぞ
れの処罰を定めている。第 358 条の規定によれば、他人を組織し、或いは他人を強制して売春
をさせる者に 5年以上 10 年以下の有期懲役及び罰金または財産の全没収を科し、以下のうち
に一つの状況に該当する場合は、10 年以上の有期懲役または無期懲役と罰金を科す。即ち（一）
他人を組織し売春をさせ、情状が重大な場合、（二）14 歳未満の幼女を脅迫して売春させる場合、
（三）数人を脅迫し、または数回にわたり他人を脅迫して売春させる場合、（四）強姦の後売春
を強制させる場合、（五）脅迫して売春をさせた人に重傷、死亡またはほかの厳重な結果をも
たらした場合である。さらに、上記の情状の一つに該当した場合で、その情状が非常に重大な
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場合は、無期懲役または死刑、そして財産の全没収を科す。他人を組織し売春させることに協
力する場合は有期懲役 5年以下及び罰金を科し、その情状が非常に重大な場合は有期懲役 5年
以上 10 年以下および罰金を科すると定めている。
第 359 条によれば、他人の売春を誘導、収容、紹介する場合は、5年以下の有期懲役、拘留
または拘禁、併せて罰金を科するが、その情状が非常に厳重な場合は、5年以上の有期懲役お
よび罰金を科し、14 歳以下の幼女を売春に誘導する場合は、5年以上の有期懲役と罰金を科す
る、とされている。第 360 条によれば、自分が梅毒、淋病などの性病にかかっていることを知っ
ているのにもかかわらず売春、買春をする場合は、5年以下の有期懲役、拘留または拘禁、併
せて罰金を科し、14 歳未満の幼女と性交する場合は 5年以上の有期懲役と罰金を科する、とさ
れている。また、第 361 条によれば、旅館業、飲食サービス業、文化娯楽業、タクシー業など
の人が職務を利用して他人の売春を組織、脅迫、誘導、収容、紹介する場合は、第 358 条、第
359 条に基づいて刑を科し、これらの単位の主な責任者が前の罪を犯した場合は、厳重に処罰
すると定められている。
上述した規定から見れば、多数の国家が推進している「売春非罪化」や「売春合法化」より、
中国では「売春」に対する処罰が非常に厳しいといえる。だが、歴史上、元東ヨーロッパの社
会主義国家がかつて実施した「売春の犯罪化」17）と比べれば、ある程度の「軽減化」と「寛容」
が見られるだろう。
2010 年 6 月 22 日に、中国の警察署が全国において売春や買春の取締り運動を繰り広げ、各
地方の警察署もすぐこれに応じた。しかし、一部の地方警察署は取り締まりの方法に注意を払
わなかった。2010 年 7 月に、広東省東苑市清溪鎮の三中派出所は、逮捕された売春婦に手錠や
縄をかけ、素足で町に引き回させた。その写真がマスコミによって、公表された。また、湖北
省武漢市警察署洪山街の派出所は売春者の名前、年齢と処罰を書かれた公告を貼り出した。上
記の情報が流出した後、社会から強い反応が生じ、大衆が警察署のやり方が適切ではないと、
これを強く疑問視した。インターネットでは、そのようなやり方が売春者の人権を損害したの
ではないかと厳しく非難した。2010 年 7 月に、警察庁が通知を下し、各地方の警察署に対して、
売春者などの人格尊厳を損害するやり方を厳しく禁じた。
日本の「売春防止法」の第 3条は売春を禁じるが、現実には、ただ公共の場所での客引き、
売春を紹介し、助け、経営する行為だけに刑事処罰を与えるに過ぎなく、普通の、あるいは単
なる売春、つまり売春自身は処罰されないことが分かる。なお、日本の「売春防止法」第 4条
には、「この法律の適用にあたっては、国民の権利を不当に侵害しないように留意しなければ
ならない」ことが明確に規定されている。日本と比べれば、わが国は売春や買春の処罰を規定
する時に「国民の権利を不当に侵害しないように留意しなければならない」との類似な法律規
定は未だ定められていない。
売春と買春は、改革開放後の国の取り締まりの重点となっていた。警察署は絶え間なく厳重
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に処罰し又は取り締まる運動を施したが、その効果が微々たるものであった。特別な取り締ま
りを行っても、性サービス業はすぐ再び盛況を呈した。従って、これらの現象に対して、深く
反省する必要があると思う。今の中国では、売春と買春や他の不正行為を含む大規模の「地下
性産業」が形成されている。一部の学者が指摘したように、売春と買春の行為は実に「体と魂
の分離」の一つの現象であり、売春と買春に対する態度も「体と魂の分離」への態度によって
決められるだろう。このような売買に従事している従業員つまり売春者は普通の労働者と違い
がない。したがって、理性的に分析した上で、売春者に過剰な取り締まりを採用すべきではな
く、寛容に対処し、人間の尊厳を傷つけることのないよう、適切に処理することは当面の急務
ではないかと思う。
3．「強制労働」に対する処罰
日本の研修制度が設立された目的は外国の若い労働者を受け入れて、日本の企業で先進的な
技術と技能を勉強させ、そして、技術を持つ労働者の帰国を通して、他国での技術者育成を達
成することであった。しかしながら、時間が経つにつれ、この研修制度は最初の意図から逸脱
し、主に安い労働力を取り入れる方法となり、人権を侵害する温床ともなった。2008 年に、ア
メリカの国務省は世界の人身売買に関する報告書の中で日本政府がまだ労働搾取を解決してい
ないという問題を厳しく批判した 18）。2010 年 3月に国連の移民人権調査局の調査員も日本の研
修生の待遇を考察し、研修制度を批判した。彼は日本の外国人研修制度が安い労働力を搾り取
り、さらに奴隷性質を持っているため、廃止すべきだと提案した 19）。研修制度が設置された時、
研修生には労働保護法が適用されず、日本の「労働基準法」の適用対象にされなかった 20）。あ
る学者は、日本の研修生問題が中国の「血汗工場」に相当するのではないかと鋭く指摘してい
る 21）。「血汗工場」には、娯楽施設、企業文化などがないし、福利、医療保険と作業環境の整
備も通常の普通の企業に追いついていない。厳しい労働管理制度のみがあって、労働者が苦労
しても、少額のお金しか稼げなかった。
中国では日本のような「労働研修制度」が設置されていない。強制労働や奴隷的な酷使など
の犯罪を取り締まるために、わが国は 1997 年に刑法を改訂した時に、強制労働罪を書き入れた。
2000 年 11 月 15 日に、第 55 回の国連総会で「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約」
と「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取引
を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」が採択された（以下「補充議定書」と略称）。「補
充議定書」は締約国が搾取を目的に労働力の獲得、輸送、引き渡し、蔵匿または収受する行為
を刑事犯罪として取り締まる。その中の「搾取」の意味は広く、強制労働とサービス、酷使及
びこれと似た行為、他人の売春から利益を得る行為、労役と臓器の除去なども含まれている。
全国人民代表大会常務委員会は 2009 年 12 月 26 日にに上述した条約と「補充議定書」に加
32 陳　　根発：中国における人身売買と法規制
入することを決めた。国務院は「補充議定書」に加入する提案の中で、中国は既に 2007 年に
おいて『中国における婦女児童誘拐売買を反対する計画（2008-2012 年）』を作成し、「補充議
定書」の内容は中国法律の基本原則及び精神と一致し、「補充議定書」に加入することは『中
国における婦女児童誘拐売買を反対する計画（2008-2012 年）』の実施において大いに役立つと
説明した。
とはいえ、中国の強制労働罪に関する規定を「補充議定書」と比べれば、大きなギャップが
あると思われる。中国の刑法は従業員を強制労働させる行為だけを犯罪とし、搾取するための
労働力の獲得、輸送、引き渡し、蔵匿または収受する行為に対しては強制労働罪の範囲に含ま
れていないし、また犯罪の主体も直接的な責任者だけに限定し、したがって罪になる範囲が「補
充議定書」より狭い。日本への研修生派遣には、中国の派遣会社や日本の受入れ会社の違法行
為がたくさん存在し、「補充議定書」の人身売買の処罰対象に該当している。したがって、研
修生を含む海外労働者の合法的な権益を保護し、効果的に国際義務を履行するために、わが国
は「補充議定書」を参照して、強制労働罪の条項を改正しなければならない。
その他に、海外派遣に関する行政と民事分野の立法をも強化する必要がある。現在、わが国
におけるこの分野の主な立法は、1993 年の『対外労務協力暫定措置』と 2004 年の『対外労務
協力経営資格の管理措置』しか出されていない。これらの規則は派遣会社の経営管理に焦点を
合わせているが、海外労働者の権利保護を軽視し、回避している。海外派遣の規制を強化する
ために、国務院は 2009 年 6 月に『対外労務協力管理条例（ドラフト）』を公表し、現在、各方
面の意見をまとめて『対外労務協力管理（草案）』を作成している。
海外における労働者の権利保護においては、海外で発生した労働事件の解決メカニズムの選
択や外国法の調査やわが国の判決に対する外国裁判所の承認及び執行などの多くの問題があ
り、また、裁判制度の問題にも関わり、国務院が定めた行政法規のレベルでは、非常に不十分
だと思われる。立法部門ができるだけ早く『労務派遣法』の作成を始めるべきだと指摘されて
いる。近年に、わが国の労働争議が急増し、司法機関がその対処に苦労している。一部の専門
家は、労働争議事件を審理する特別な民事法廷を作ろうと主張し、一部は労働裁判所をつくる
ことも主張している。
日本は中国の労務輸出において、研修生の人数がもっとも多い国である。2006 年までに日本
が受け入れた外国人研修生484313人の中に、中国人が343716人であり、71％を占めた 22）。近年、
関係データによると、日本の約 10 万人の研修生の中に中国人は 80％を占め、1名の研修生は
3年間で平均約 300 万円を搾り取られた 23）。日本に派遣された労働者の権利・利益を保護する
ためには、できるだけ早く日本との商事条約や外国裁判の承認及び執行に関する条約を締結す
べきだと思われる。これらの条約が結ばれる前に、日本における中国大使館や領事館などが研
修生に対する法律の支援を提供すべきである。研修生が日本で権利を主張する場合は、公正な
地方政府や公共団体や友好な人士に助けを求めるべきであると思う。従来の事例から見れば、
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研修生の成功した権利維持の活動は、多くの場合に、日中両国の友好人士及び組織の努力にか
かっていた。この点は、李紅慧など三人の女性研修生が日本で自分の権利を守ることに成功し
た事件が公表され、大きな影響力を及ぼした 24）。この事件の経緯はこうだった。
江蘇省泰興市の仕立職人李紅慧さんは、2004 年に上海対外経済集団靖江市五洲対外経済技術
合作株式会社（以下「靖江会社」と略称）の試験に合格し、日本へ研修に行った。李さんは、
江蘇省の北部から来た研修生の沈暁梅、缪秀琴と一緒に広島県福山市の DNS株式会社に配属
された。李さんの話によると、DNSで働いた期間中、夜も昼もなしに残業し、よく寝られなかっ
たし、トイレに行く時間さえ制限された。2007 年 1 月 1 日、李さんが福山市役所に在留の手続
きを取るときに、中国語で書かれた「日本で何かのトラブルに出会ったら、この電話をかけて
ください」という掲示を見た。李さんはこの電話番号を書き留めて家に帰った。福山市の外国
人相談員細谷雪子は電話で李さんからの連絡を受け、大いに驚いた。細谷さんから李さんはほ
かの研修生と一緒に雇い主と交渉するように励まされた。しかし、李さんの呼びかけに対して
は沈暁梅と缪秀琴二人しか応じてくれなかった。雇い主はこのことを知って、仲介の靖江会社
に彼女らを中国へ連れ戻させようとした。李さんたち三人は細谷さんの助けを借りて、工場か
ら逃げ出し、福山市タンボボ労働組合の事務局長を務めていた武藤貢さんに会い、武藤さんな
どの助けを借りて、三人は雇い主の中山貴史と厳しい交渉を始めた。そして、会社及びボスの
違法雇用や強制労働や残業の搾り取りなど 10 点の違法行為を摘発し、損害賠償を求めた。交
渉を何度も失敗したが、武藤さんは三人を連れて福山市で記者会見を開き、李さん達が DNS
会社で被った権利侵害などの事情を公表した。最終的に雇い主が過ちを認め、三人に 400 万円
以上の残業手当を返済し、また、広島から上海までの航空券費用をも負担した。
李さん達三人の闘争事件は日本において強い反応が引き起こし、日本の研修制度に対する批
判も再び高まった。NHKや朝日新聞などのメディアもこの事件について長いルポを報道した。
しかしながら、李さん達三人が国に帰った一週間後の 2007 年 6 月に各人はそれぞれ裁判所か
ら召喚状を受け取ったのである。それは仲介の靖江会社が三人に対して、契約に基づいて 20
万元の損害賠償を請求する訴訟を提起したからである。2007 年 9 月 6日に靖江市裁判所が判決
を下し、原告である靖江会社の訴訟請求を却下した 25）。
4．おわりに
人身売買は世界各国に共通する犯罪であり、国家と社会制度を超える共通の特徴を持ってい
る。とはいえ、各国が直面する厄介な問題及びその根源にはそれぞれの原因がある。ルイーズ・
シェリー（Louise Shelley）教授が指摘したように、人身売買は今や成長するスピードがもっ
とも速い国際犯罪の一つとなっている。この成長は、何時も安価な労働力に対するニーズ、そ
の取引からの莫大な利潤、売買される者が即座に供給されるためだと解釈されている 26）。その
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中で、暴利が人身売買の直接的で、主たる原因であるかもしれない。世界において人口誘拐売
買で得られた利潤は 170 億ドルに達し、麻薬販売と武器密輸に次いで、第三位に入ってい
る 27）。中国では、人身売買犯罪は深刻な社会的、経済的、文化的、イデオロギー的な背景を持っ
ている。中国はいま、激変の時代的岐路に立っているが、新しい文化と古いもの、また、多様
なイデオロギーが絡み合って衝突し、伝統的な文化思想にも、近代的な文化思想にも不良な要
素が大量に繁殖している。例えば、最近上海市検察庁が明らかにした「中学生少女売春事件」
はその典型的なケースだと思われる。この売春事件に関わった 20 人は全員が未成年の少女で、
その多数は中学生であり、その中の二人はまだ 14 歳未満の幼女であった。これらの女子中学
生は裕福な家庭に生活しているにもかかわらず、売春と売春紹介を行った。それは多くの原因
がもたらした結果であるかも知れないが、日本の「援助交際」の影響もあったと指摘されてい
る 28）。
そのほかに、中国の多くの農村地域では特に辺鄙な地区において、「代々血統を継ぐ」、「男
尊女卑」という観念が根強く存在し、婚姻売買の現象もたくさん存在している。この社会の現
実と観念はかなりの程度でわが国の人身売買の直接的な原因となっている。したがって、人身
売買犯罪を抑制するためには、国際的な協同活動を強めて、各国の立法と司法をグローバル化
に対応すべきだけでなく、各国の人身売買犯罪の特性と特別な原因をも重視すべきである。い
ずれにしても、国際社会と先進国の指導や協力が必要だと思われる。
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